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　ポスト工業化の時代における都市の再生・成長の起爆剤として，文化芸術，情報技術等のもつ「創造性」に基礎を置く

「創造都市」政策が2000年代に入り推進されてきた。一方，2010年代以降，人口減少・少子高齢社会の処方箋として，

一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成する政策として，連携中枢都市圏構想が推進されて

いる。

　連携の政策内容は主に，これまでのような大都市における成長志向型のハード政策ではなく，地方都市における文化芸

術・防災・医療・情報・観光など，同じく創造性に大きく関わるソフト面に関する政策が中心である。そこで本研究で

は，地域創造性開発指標（RCDI）を用いて各都市の創造性に関する計量を行うとともに各市町の特性を明らかにする。　

　その際，連携中枢都市圏の提唱都市である姫路市を中心とする播磨連携中枢都市圏というひとつの広域政策連携ユニッ

トを，仮想的政令指定市として他の政令市，中核市，及び創造都市と比較考察し，連携中枢都市圏の創造性について明ら

かにする。 
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　In recent years, the “Creative city” policy based on “creativity” of cultural arts, information technology, etc. has been 
promoted in the 2000s as a pioneer of urban regeneration and growth in the post-industrialization era. On the other 
hand,as a prescription for a society with a declining population and an aging population. As a policy to form a base for 
maintaining a vibrant social economy with a certain sphere of population, Collaboration of central urban area concept is 
being promoted. The policy content of the collaboration is not mainly a growth-oriented hard policy in large cities like 
before. The policy centered on the soft aspects of cultural arts, disaster prevention, medical care, information, tourism,
…etc. In local cities are also related to creativity. Therefore, in this study, we measure the creativity of each city using 
the Regional Creativity Development Index (RCDI). At that time, a wide area policy cooperation unit called the Harima 
Cooperation Central City Area centered on Himeji City, which is the city proposed by the Cooperation Central City Area 
. Compared with other ordinance-designated cities, core cities, and creative cities, this study examines whether the 
creative central government is superior to the Government designated–city. This comparative study as an examination 
of the Creativity of cities in “Coorporation Central urban area of Harima (centered on Himeji ) ”as a “Virtual Government 
designated City” 
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要　　旨

Abstract

Ⅰ．研究の概要
１．研究の背景
　21世紀を迎えて以降，いまやかつてないほどに都市
空間の均質･平俗化や，都市における基盤産業の衰退が

進む中，ポスト工業化の時代における都市の再生・成長
の起爆剤として，文化芸術，情報技術等のもつ「創造
性」に焦点が当てられ始めている。そうした中，2000
年代に入り提唱され始めた「創造都市」の理論に注目が
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集まっている。そして，創造都市の概念を基礎として，
都市の規模に関わらず優れた文化芸術や産業，情報技術
等がもつ創造性を発揮する国内外の創造都市において，
これまで様々な政策が進められてきた。　 
　また，現在世界でも300弱もの都市が創造都市に関
する政策目標を掲げており，2004年からは，ユネスコ
が舵を取り，そうした都市間での連携を目指すアライ
アンスであるユネスコ創造都市ネットワーク（UNESCO 
Creative Cities Network：以下ユネスコCCN）への認
定・登録制度も始まっている。 
　この，ユネスコCCNには，現在我が国10都市（札幌
市，鶴岡市，山形市，金沢市，名古屋市，浜松市，神
戸市，篠山市（現:丹波篠山市）旭川市，臼杵市）を含
む72カ国295都市が，7分野（文学，映画，音楽，ク
ラフト＆フォークアート，デザイン，メディア・アー
ト，食文化）でそれぞれ認定を受け加盟を果たしている
（2022年3月時点）。ユネスコによる認定を受け加盟
を果たした各都市は，それぞれの認定分野を軸とした都
市政策を打ち出し，ネットワークを形成しながら様々な
形で施策や事業として実践している。　 
　こうした背景から，我が国においても，上記のユネス
コCCN認定・加盟都市はもとより，それ以外の多くの都
市でも，主として提唱者であるC・ランドリー（Landry・
2000）やR・フロリダ（Florida・2002；2005；2011な
ど）らの提唱する創造都市の理論をもとに｢創造都市｣を
一つの政策目標に掲げ，それらにもとづく諸施策・事業
が実践されている。一方，人口減少や，１次産業の衰退
が進む我が国では現在，広域に位置する行政自治体を連
携させる事により高次の都市機能の集積・維持を目指す
広域連携政策である「連携中枢都市圏構想」が推進され
ている。連携の政策内容は主に，これまでのような大都
市における成長志向型のハード型政策ではなく，地方都
市における文化芸術・防災・医療・観光など，ソフト面
に関する政策が中心である。中でも，役所機能はもとよ
り，美術館や博物館，病院，コンベンション施設など，
公共施設の圏域を超えての共同利用，機能別の棲み分け
といった活用方法の模索に焦点が当てられ始めている。
　そうした中，広域連携政策を推進する地方都市，創造
都市の一つでもある姫路市を中心とする「播磨圏域連携
中枢都市圏」構想が提唱，推進されている。  

２．問題意識と研究の目的
　これまで先進的な創造都市では，優れた事例を多数生
み出し，多くのレビューがなされているものの，学術研
究の分野では，その効果や政策のアウトカムを実証した
研究は少ない。また，その概念や定義については，都市
社会学や経済学からのアプローチが多くなされている都
市理論，あるいは政策理論であるため，その応用範囲や

対象は多岐にわたり，様々な実践形態として現れてい
る。ゆえに，各創造都市における具体的な政策の現状を
捉え，各都市の創造性に関する特性にもとづいた論考は
ほとんどなされておらず，その実践事例の多様さの割に
研究蓄積の浅い領域であるといえる。そのため，今後の
創造都市政策や，創造都市政策にもとづく施策や事業等
の諸実践への応用可能性を探るためにも，我が国におけ
る各都市の創造生について指標を用いて定量的に把握す
るとともに，それらを踏まえた学術的な考察を行う事が
必要であると考える。 
　本研究はそれらの考察に資する基礎的な都市の創造性
の現状と特性を明らかにする事を第一の目的とする。　 
　また，分析を行うにあたり上記背景でも述べたよう
に，提唱者のひとりであるR・フロリダによれば，都市
の創造性に関して，その強度を決めるのは規模や資本
力では無く寛容性やクリエイティブ・クラス（後述）
の集積の割合であるとされているが（Florida・2002；
2005），政令指定市及び，中核市，そしてユネスコ
CCN認定・加盟都市を比べた場合，我が国でも同様にそ
の創造性は都市の規模（予算・インフラ・歴史的資産・
産業…等，都市の持つ所与のポテンシャルや潜勢力）に
依存しないのかも考察する必要がある。 
　そこで本研究では，第二に，連携中枢市姫路を中心と
した播磨連携中枢都市圏を仮想的政令市と想定した場合
に，広域連携地域の創造性に関する現状と特性を把握
し，連携協定を結んだこのような広域都市ユニットの有
効性や運用メリットの可能性を考えるための，都市の創
造性に関する基礎データを明らかにすることを目的とす
る。 

３．研究の対象と方法
　研究の方法はまず，全国の政令指定市，中核市，ユ
ネスコCCN認定・加盟創造都市及び，播磨圏域7市8町
（姫路市，相生市，加古川市，高砂市，加西市，宍粟
市，たつの市，稲美町，播磨町，市川町，福崎町，神河
町，太子町，上郡町，佐用町）の人口・経済規模，文化
施設の現状といった基礎データを把握する。 
　そして，｢地域創造性開発指標｣（詳細は後述）を用い
て，各都市の創造性の現状と，その特性について，ラン
キング形式で類型化を行う。具体的には，主に国勢調査
や，各市への照会によって得られた基本データをもと
に，地域創造性開発指標を用いて各項目を計量する事で
得られたスコアの比較考察である。これにより，播磨連
携中枢都市圏を一つの広域連携都市政策ユニットとして
みたとき，姫路市単体の場合と比較して政令指定市や中
核市と比較して都市の創造性のスコアにどのような違い
が表れるのかを明らかにする。 
　また，本研究では同時に，各都市への創造産業・ハイ
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テク産業の集積度や，各都市における両産業の特化係数
等の現状からも，各創造都市の特性について明らかにす
る。よって，本研究の調査対象は，姫路市と播磨連携中
枢都市圏，政令指定市20市，及びユネスコCCN認定・
加盟8都市（札幌市，鶴岡市，山形市，金沢市，名古屋
市，浜松市，神戸市，篠山市（現：丹波篠山市）：調査
時点。2022年現在10都市），及びこの内6市と姫路市
を含む全国54の中核市の計80市，1連携中枢都市圏で
ある。なお，播磨連携中枢都市圏に属する7市8町は，
播磨連携中枢都市圏として合算し，今回は圏域内の個別
の都市単体では比較考察には使用しない。また，中核市
の中で，その後加わった都市については検討の対象から
外している。 

４．連携中枢都市圏構想及び播磨連携中枢都市圏
について

　「連携中枢都市圏」構想とは，総務省によれば「人口
減少・少子高齢社会にあっても，地域を活性化し経済を
持続可能なものとし，国民が安心して快適な暮らしを営
んでいけるようにするために，地域において，相当の規
模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連
携し，コンパクト化とネットワーク化により「経済成長
のけん引」，「高次都市機能の集積・強化」及び「生活
関連機能サービスの向上」を行う事により，人口減少・
少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある
社会経済を維持するための拠点を形成する政策」である
とされている。中でも，播磨圏域連携中枢都市圏構想と
は，姫路市及び相生市，加古川市，高砂市，宍粟市，加
西市，たつの市の7市と，稲美町，播磨町，福崎町，市
川町，神河町，太子町，上郡町，佐用町の8町の，計15
市町で構成される広域連携政策の枠組みである。 
　姫路市単独で見てみると，人口は約53万人と政令指
定都市の要件にはやや満たないものの，播磨連携中枢都
市圏全体でみた人口は合計すると約126万人で，さいた
ま市に次ぐ人口規模である。また，面積では政令指定
都市では最大の浜松市の1.7倍である。企業数は約3万8
千と，福岡市に次ぐ規模であった。GDP（名目）も約5
兆円規模（内閣府・2018）で，政令市の川崎市・広島
市・仙台市と並ぶ経済規模である。この点からも，播磨
圏域連携中枢都市圏を，一つの仮想的政令市として他の
政令市や中核市と，都市の創造性について比較・検討す
る事は十分妥当であると考える。 

５．本研究の意義
　本研究の意義は，これまで我が国の都市の創造性につ
いて扱った諸領域の学術研究においてなされてこなかっ
た，具体的な指標による都市の創造性に関する計量にも
とづく大規模な比較分析を行うという点にある。このよ

うに，都市の創造性に関する現状と特性を明らかにする
事で，今後の創造都市を含む各市町における文化芸術，
産業等の諸政策及び広域連携政策の策定や実践に資する
基礎データとしての知見を導き出す，という点に本研究
の最大の意義が存在する。また，仮想的政令指定都市，
一つのリージョナルな政策連携ユニットとしての播磨圏
域連携中枢都市圏構想における政策連携推進の際，都市
の創造性に関する有効な連携のためにも，基礎的な現状
把握及び，考察を行う事が，本研究のもう一つの意義で
ある。 

Ⅱ．創造都市の理論と都市政策への応用
１．我が国における創造都市論の受容と定義
　ここで，一旦本研究の基本概念となる創造都市の理論
とその受容について簡潔に整理しておきたい。　 
　今日，創造都市や創造産業に大きな関心がもたれてい
る主たる理由は，我が国の代表的創造都市研究者である
佐々木雅幸によれば，製造業を中心とした20世紀型経
済から知識情報経済という21世紀型の経済社会への移
行が明確になり，都市や地域の経済エンジンが大企業や
大規模工業から，創造性を発揮する中小企業の活動や，
個人の実践にシフトしてきた事であるという（佐々木
･2007）。戦後，日本より一足早く製造業の衰退と空洞
化に苦しんだ欧州において，創造都市への取り組みが先
行しているのはこのような背景によるものである。　 
　従来の一般的な文化・芸術政策と創造都市政策の大き
く異なる点は，欧米における代表的な創造都市論で述べ
られているように，文化芸術の持つ“創造性”を基礎とす
る“創造経済”による都市の発展を支える“創造産業”と，
そのための“創造的環境（Creative Milieu）”の構築とを，
政策目標を実現させるための施策や事業の対象に含めて
いる事である。　 
　これらの点を踏まえ佐々木は「創造都市」とは，「市
民の創造活動の自由な発揮に基づいて，文化と産業にお
ける創造性に富み，同時に，脱大量生産の革新的で柔軟
な都市経済システムを備え，グローバルな環境問題や，
あるいはローカルな地域社会の課題に対して，創造的問
題解決を行えるような“創造の場”に富んだ都市である」
と定義している（佐々木･2001）。 
　このとき佐々木は，各創造都市において都市のオリジ
ナルな創造産業を育成・振興する際に以下の三つの点に
重点を置く必要があるとしている（佐々木･2006）。 
①創造的中核セクターに対する有効な支援施策を持ちう

るかという点。すなわち，先端科学技術の振興策に
おいては，研究開発助成金や優遇税制のようにベン
チャー企業の育成策にも創造支援制度があるが，文化
芸術の分野では同様の支援やインキュベーション制度
がほとんど無きに等しいため，抜本的改革が必要であ
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る点。　　 
②創造産業は既存産業に比べて，創造性の発揮しやすい

中小企業にとどまるケースが多く，関連事業との間で
密接な取引を繰り返すために，特定の創造的な雰囲気
の場所を好んで集積・集塊する傾向が強いという点。
すなわち，創造産業は本来クラスターを形成しやすい
ため，創造都市をめざす産業政策が創造性を発揮しや
すい環境・雰囲気をもった空間形成を担当する都市計
画サイドとの融合が必要となる点。 

③都市固有の文化的評価軸の確立が必要であるという
点。たとえば，デザイン産業等の創造産業の分野では
とりわけ，世界的に評価される見本市が存在し，欧米
の見本市では，世界各地のクリエーターやデザイナー
が自由に出品し，それを業界情報誌やバイヤーが評価
して，ビジネスが成立する。このように，関連する情
報が集積する事が必要であるという点。 

　こうした，産業と文化の横断的な政策という視点を都
市政策に応用する事で，都市の創造性は高まり，創造ク
ラスターが形成されるというのである。これらは従来の
我が国の文化・芸術政策にはあまり見られなかった視点
である。　 
　これらを踏まえ，本研究において扱う｢創造都市政策｣
とは，先行研究や各種報告書等，また我が国の創造都市
研究において最も援用されている後述するR･フロリダ
の創造都市に関する議論や，佐々木雅幸による定義等を
参考に，「創造都市を政策目標として標榜する諸都市に
おいて，基本計画以下の計画書に明記があり，それに合
わせる形で所管専門部局を設け，創造産業及び各創造主
体に対し，適切な資金の配分と，人的・制度的な支援を
通じ創造都市としての目標像の実現に向け実施される施
策または事業の集合」と定義し，各考察を進める。 

２．我が国における創造都市に関する先行研究
　我が国の創造都市に関する先行研究については，国
内外における創造都市論と事例に関する概観及び事例
研究を行った佐々木（2006 ; 2009），国内創造都市
における創造の場に関する拠点の立地事例を論じた上
野（2006），アーティストらの誘致の際の活動と居

住地の選択条件を論じた上野・瀬田（2008），横浜に
おける創造産業クラスターの形成について論じた岡田
（2006 ; 2007），別府市のアートプロジェクトを事例
に「創造の場」を4類型に分類し考察を行った事例研究
である萩原（2012），「創造的環境」に着目して我が
国の創造都市を分析した本郷・川島（2008）…等，国
内外の創造都市における実践事例に着目した研究は数多
く見られる。しかし，都市の創造性を具体的な指標を用
いて計量し，評価・比較考察した研究は皆無である。 

３．都市の創造性に関する評価指標
　佐々木（2006）において，創造産業を育成・振興を
推進する際に重視するべき点の一つとして，英国の文化
政策評価で先進的に導入されたように,文化的評価軸に
もとづくベンチマーク（指標）および適切なインディ
ケーター（表示）を持つ事や，政策自体のアウトプット
のみならず，アウトカムに目を向ける事の重要性が述べ
られていた。現在，我が国の多くの地方公共団体では，
政策全体に対応する評価体系を設け，その中で，文化施
設を事務事業評価の対象としている。しかし，文化政策
や文化施設の行う事業に対しては，そうした従来型の評
価方法は必ずしも適切であるとは言えない。また，文化
施設の行う各事業の評価がなぜ困難であるのかについて
は，一般的な事務事業評価では，入場者数や施設の稼働
率，事業収支等，効率性や経済性の指標のみが優先さ
れ,文化的な価値を評価する指標や基準は含まれていな
いという点が挙げられる。 
　ここでは，本研究でも次章以降で分析に用いる｢地域
創造性指標｣(RCDI)を含む都市の創造性に関する評価指
標について整理する。都市の創造性や文化政策の効果に
ついての計量手法に関しては，各国や我が国においても
様々な主体によって試みられている。ここでは，創造都
市政策に関係の深い都市の創造性に関する代表的な評価
指標について整理した（表1）。　 
　そして次章では，これらの指標のうち，フロリダによ
る｢国際創造性指標｣及び，我が国における創造都市研究
への引用や応用も多く見られる代表的な三つの指標の
概念及び評価対象についてさらに詳しく整理する（な

 表１　都市の創造性に関する計量指標の例

2009 HP  
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お，これらの具体的な評価項目等の詳細はAppendixに
付す）。
　このように，都市の創造性に関する計量については，
多様な評価軸・項目からなる指標が存在する。フロリ
ダ（2007）および，Florida（2002）の「創造性指標」
は，R・フロリダにより提唱されたいわゆる三つのT
（Talent・Technology・Tolerance）を含む各項目を数
値化し，計量する事を可能にした指標である。ゲイ指
標やボヘミアン指標といった独自指標のほか，人口に
対する移民を含めた外国人の混合率を示すメルティン
グ・ポット指数等の指標も含まれる。同じくフロリダ
（2008）の「国際創造性指標」（Florida・2005）は,
上記「創造性指標」をより幅広い国や地域における都
市の創造性の計量に適した形でフロリダ自身が改訂し
たものであるが，基本的には「Creativity Index」同様に
いわゆる三つのTを含む各項目を数値化し，計量可能に
した指標である。より国際的な計量・比較に耐えるた
めに，ここではゲイ指標やボヘミアン指標等の項目は
なくなり，ある地域におけるクリエイティブ・クラス
（Creative Class）の集中の割合等に関する項目が追加
されたという点が特徴的である（例えば,日本の国勢調
査等では,個人の信仰や性的志向などに関する項目は存
在しないため）。 

４．創造都市におけるクリエイティブ・クラスの
位置付け

　R・フロリダは，自身の創造都市理論において，例え
ば建築家・美術専門家・エンジニア・科学者・芸術家・
作家・上級管理職・プランナー・アナリスト・医師・金
融・法律の専門家…といった高度にクリエイティブな，
知的労働や非物質的労働に関係する職に就いている人々
を主にクリエイティブ・クラスと呼んでいる。フロリダ
によれば，このクリエイティブ・クラスに属する人の数
はめざましく増え続けており，アメリカでは労働者全体
の約30%にも達し，他の先進工業国でも同様の傾向にあ
るという（フロリダ・2008；2010）。 
　また，フロリダはクリエイティブ・クラスとは今後の
経済成長を牽引する人々であり，いまや国家間，都市
間，企業間で世界的にクリエイティブ・クラスの獲得競
争が展開されていると述べている。しかしフロリダは，
クリエイティブ・クラスの概念は,いわゆる ｢Class＝階
級｣というヒエラルキー的なエリート主義のイメージを
表すためのものではないとしている。すべての人間はク
リエイティブである可能性を持ち，労働者のうちの誰が
自分の持っているクリエイティビティを利用して報われ
ているのか，あるいは報われていないのかを明らかにす
るためにふさわしい概念として恣意的に用いたのであ
る。

Ⅲ．我が国における都市の創造性に関する現状
１．地域創造性開発指標及び創造産業･ハイテク産

業の現状から見た都市の創造性
　ここからは，各市の都市の創造性に関する現状を，統
計データをもとに算出した地域創造性開発指標の計量値
から明らかにする。また，本指標において，主として都
市へのクリエイティブ・クラスの集積の度合いを示す指
標である各市の創造産業・ハイテク産業についても，よ
り詳細な現状を表すため，各種統計データより整理・把
握し，各都市がどのような産業に特化し，創造性に関す
る特性を持っているかについて明らかにしていく。 
　本研究で用いる地域創造性開発指標（Reg iona l 
Creative Development Index：以下RCDI）とは，北海道
未来総合研究所（2009）において，全国の20万人規
模以上の都市への研究調査に用いられた指標であり，
都市における創造性に関する特性を表す指標である。
これは，先にも取り上げた創造性に関する指標の内，
Florida（2002）において提唱されたCreativity Index
（改訂後の名称はInternational Creative Index : 国際創造
性指標（Florida・2005））をもとに日本版の創造性指標
として開発された。本指標は，フロリダの主張する三つ
のT（Talent・Technology・Tolerance）を含む各項目を数
値化し，計量可能にした指標であり，都市の現状及び創
造性とその特性を把握可能にするものである。RCDIは，
地域コミュニティを再生の牽引力として地域の創造性の
あり方を検討し，政策提言を行う目的で作成された。そ
の計量の主軸となる指標の要素が以下の三つである。

① 人的資本(HC・Human Capital) ※含む3T
② 社会関係資本(SC・Social Capital) 
③ 環境資本(EC・Environmental Capital) 

　北海道未来総合研究所（2009）では，地域創造性開
発指標を用いた国内都市の分析結果から，3つの 要素の
バランスに着目して都市を7 つの類型（①高位バランス
型，②人的資源突出型，③信頼突出型，④環境突出型，
⑤環境低位型，⑥信頼低位型，⑦人的資源低位型）に分
類した上で，各分類に該当する代表的な15 都市を対象
としてそれぞれ詳細なケーススタディを行っている。　 
　我が国における創造性に関する指標としては表1で
見たように，他にも佐々木（2003）における「都市
の創造性・持続性指標」や，日本ファッション協会
（2008；2009）における「生活文化創造都市指標」等
が存在する。しかし，これらの指標は実際に計量する際
に採取しうるデータの数やサンプル数に限りがあるた
め，本研究では分析には使用していない。また，Ⅱ.で
取り上げたA・プラットの文化資本の議論における各概
念についても，計量可能なデータを得る事が困難であっ
たため，今回の評価からは除外している。 
　ゆえに本研究では，実際に北海道未来総合研究所によ



56

立　花　　晃

り大規模な都市研究に用いられた点，また，創造産業に
ついては総務省『日本標準産業分類』における各産業を
当てはめての計量が可能な点等を考慮し，より汎用性･
応用可能性の高い北海道未来総合研究所（2009）によ
るRCDIを援用した。 

２．地域創造性開発指標算出における創造産業の
位置づけ

　RCDIにおける人的資本，社会関係資本，環境資本の3
つの指標のうち，人的資本指標のタレント（Talent）に
関する指標値を計量するに際して本研究では，様々な分
類の定義が存在する創造産業について，吉本による産業
分類（吉本・2003；2009）を援用した。また，知的財
産や著作権が収入源として非常に重要な役割を演じてい
る事から，創造産業は総じて知的財産に関する産業であ
るともいえる。その範囲については，イギリスの(当時)
ブレア政権により，具体的には，①アニメ，②映画・ビ
デオ・写真，③テレビ・ラジオ，④音楽，⑤ゲーム，⑥
出版，⑦広告，⑧グラフィックデザイン，⑨インダスト
リアルデザイン，⑩デザイン（その他）⑪ファッショ
ン，⑫工芸，⑬，舞台芸術，⑭芸術の14分野が示され
た。そして，吉本（2003；2009）において提示された
分類では，当該分野における創造産業の分類として先行
研究や国際的な分類規格において最も多く応用されて
いる英国の文化・メディア・スポーツ省（英国DCMS：
Department for Culture， Media and Sport）が定義する
創造産業13業種（①広告，②建築設計，③美術・骨董
品・生活文化，④工芸，⑤デザイン・ファッション，⑥
映画・映像・写真・ビデオ産業，⑦音楽産業，⑧舞台芸
術，⑨芸術家，学術・文化団体，⑩出版，⑪コンピュー
タ・ソフトウェア，⑫PC及びビデオゲーム，⑬テレ
ビ・ラジオ放送）を，日本標準産業分類に対応させてい
る。こちらの分類は，①広告，②建築設計，③工芸・美
術・骨董品・生活文化，④デザイン・ファッション，⑤
映画・映像・写真，⑥音楽，⑦舞台芸術，⑧芸術・学
術・文化団体，⑨出版，⑩コンピュータ・ソフトウェ
ア，⑪テレビ・ラジオ，の11業種である。　 
　本研究では，フロリダや佐々木らの指標を受け，より
ブラッシュアップされた吉本（2009）の産業分類に平
成27年経済センサス−基礎研究から得られた当該産業
のデータを当てはめ算出した。このとき，19年度の日
本標準産業分類改訂の際に再編された産業分類について
は筆者が再度分類，新たに当てはめ，指標値の算出に反
映した。この産業分類方法を用いた理由は，英国DCMS
による産業分類が，海外の研究研究に用いられている点
や，これらを元に構成された吉本による分類が我が国の
東京都実施による大規模調査においても広く援用されて
いる点及び，現状での我が国における創造産業に関する

データ採取可能な形での最新の分類となっているためで
ある。

３． 地域創造性開発指標計量値の算出
　RCDIの具体的評価項目は表2の通りである。また，
それぞれの算出根拠についてはAppendixに付した。算
出にあたっては，下の17の項目についてRCDI各項の数
値を高い順から81位まで順位付けし，それを持ち点と
した各項目の点数を“HC”，“SC”，“EC”と，“その合計”の
4項目についてそれぞれ順位を算出した（ただし，EC
指標における（人口）1000人当たり年間ゴミ総排出量
（ｔ），及び（人口）1000人当たり非水洗化人口につ
いては，大きい方が順位が低い）。 
①　人的資本指標（Human Capital） 
　タレント（Talent）指標については，全産業におけ
るクリエイティブ産業従事者の割合（創造産業従事者
率），学生の割合（15歳以上の高等教育機関の学生
数）をそれぞれ，総務省｢日本標準産業分類｣，総務省
「事業所・企業統計研究」，総務省「国勢調査」，文部
科学省「学校基本教育研究」から把握した。また，テク
ノロジー（Technology）指標については，日本標準産
業分類から当該産業を抽出した上で，総務省「事業所・
企業統計研究」から得られたデータを用い算出した。寛
容性（Tolerance）指標については，移動人口率と外国
人 登録者率を（財）国土地理協会「住民基本台帳人口
要覧」，法務省「平成22年度末における外国人登録者
統計について」，「在留外国人統計」から把握した。 
②　社会関係資本指標（Social Capital） 
　社会参加支援指標については，公共の場の現状，施
設や参加の現状について，総務省「統計でみる都道
府県のすがた2018」，「参議院議員通常選挙結果研究
（2017）」，「平成27年版情報通信白書」，中央共同
募金会，全国老人クラブ連合会，内閣府国民生活局の
各ホームペー ジから把握した。次に，社会参加ネット
ワークについては，各対象都市の直近の市長選挙結果，

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表２　各都市におけるRCDI 計量項目
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NPOについては，各市長選挙管理委員会ホームページ，各
自治体統計，NPO法人データベースより把握した。 
③　環境資本指標（Environmental Capital） 
　自然居住環境，循環環境指標については総務省「統計
で見る都道府県のすがた2018」，（社）日本下水道協
会ホームページから把握した。 
　その他の関係指標に関しては，平成27年国勢調査及
び各省庁，各市の公表データ（総務省統計局｢統計で
みる市町村の姿2019｣，農林水産省｢グラフと統計でみ
る市町村の姿｣，各市選挙管理委員会webページ）及び
NPO法人データベース「NPOヒロバ」2019年12月時
点）等をもとに算出した。これら指標をもとに算出した
結果について，以下に詳しく見ていく事にする。 

４．地域創造性開発指標から見た各都市の創造性
の現状

　表3は，RCDIを実際に用い算出した各市の計量結果を
順位の高いほうからまとめたものである（このとき算出
に用いた各項目に関する基礎データ，及び算出根拠等
は，Appendixに付した）。まず，フロリダにより提唱
された国際創造性指標（International Creativity Index）
におけるクリエイティブ・クラスの割合を示すヒューマ
ン・キャピタル（Human Capital）に相当する人的資本
（HC）関連指標では，タレント（Talent）指標に関す
る数値について見ると，域内人口対する創造産業の割合
では，札幌市や大阪市，名古屋市，仙台市といった製造
業中心の創造産業や，ハイテク産業を中心とする中小企
業等を多く有する大都市，政令指定市などで高い数値と
なった。これらの都市では同時に寛容性（Tolerance）
指標の値も高くなっている事がわかる。これは，我が国
における創造都市においても，フロリダが主張するよう
に，首都圏以外の産業都市にクリエイティブ・クラスが
集中する傾向にあるとの論フロリダ（2008）とも，あ
る程度符合する。また，タレントに関する指標の内，多
くの大学や研究機関を有する金沢市や仙台市では，域内
人口に対する学生の割合に関する値，すなわち教育に関
する値が高かった。さらに，テクノロジーを表す指標で
あるハイテク産業では，上述のような大都市群に加え，
町工場の多く位置する東大阪市，トヨタの企業城下町で
ある豊田市，光電子産業等を有する浜松市などで高い値
を示している。一方，寛容性指標で見ると，金沢市のよ
うにその値がそれほど高くはない都市においても創造産
業の発展及び，クリエイティブ・クラスの集中は一定程
度見られた。この事から，フロリダの主張するような，
“寛容性の低い都市ではイノベーション等が起きにくい”
という議論や，創造性に関する数値のうち“寛容性の低
さが，人的資本（HC）指標に関する値の向上が阻害さ
れやすい条件となり得る”という説（フロリダ，2008；

2009）には必ずしも当てはまらない事が明らかとなっ
た。逆に，日本型の創造都市では，寛容性に関する数値
の高さが必ずしも創造性を阻害する条件とはならない
可能性もある。この点は，例えばR･パットナムのソー
シャル・キャピタル論における都市や地域の寛容性に関
する議論と，今回のような都市の創造性に関する議論と
を併せて，今後の我が国の創造都市研究における検討課
題の一つとすべきだろう。
　次に，社会関係資本（SC）関連指標について見てみ
ると，歳出総額に占める民生費の割合では，生活保護世
帯の増加等の福祉問題を抱える大阪市や，札幌市，高松
市等，完全失業率の高い都市において高く，一方体育
施設費や社会教育費の割合では，新潟市や盛岡市，金沢
市，鶴岡市，といった北陸〜東北地方にかけての都市
群，及び札幌市などで高い値が見られた。また，社会参
加ネットワークでは，大阪市や神戸市，仙台市，横浜市
のように大都市部で1000人あたりのNPO数が比較的高
い値を示している。ちなみに，フロリダの主張するソー
シャル･キャピタルと，パットナムらの主張するソー
シャル･キャピタル論では，社会参加のプロセスや人間
関係における規範や信頼性が表出する際のタイプの違い
と，それらの根底にある強い絆に注目している（パット
ナム・2001；Putnum・1993）のに対して，フロリダ
のソーシャル･キャピタル論では，「固い絆と高いレべ
ルの伝統的な社会資本が内部者に利益を供給し，安定
を促進する一方，ゆるいネットワークで絆も弱い場所
では新参者を歓迎する寛容性を持ち，そのための資源
やアイディアの今までにない組み合わせ を促進する」
(Florida ･ 2002；フロリダ ･ 2008)としているところに
特徴がある。そして，環境資本（EC）関連指標につい
て見てみると，自然居住環境の値では，大阪市や名古
屋市，横浜市といった大都市等で1000人あたり可住面
積率，森林面積，都市公園数の値が低くなっている。ま
た，ゴミの総排出量や，循環環境の値では，環境モデル
都市を掲げ，積極的に環境に関する政策を推進する北九
州市や，横浜市，名古屋市等，工業やハイテク産業の集
中度の高い都市においてゴミのリサイクル率や都市公園数
の割合等の値が高くなっているという特徴が見られた。
　最後に，それぞれの指標の計量値を合計した際の順位
について見てみると，総合的には富山市，札幌市，高松
市，金沢市といった都市で値が高く，逆に北九州市や札
幌市，神戸市，高松市といった県庁所在都市などでの値
が低かった。総合的な値が低かった都市群については，
一方でECに関する値が高いという特徴が見られた。EC
に関する各指標では，基本的に環境資本に関連する都市
インフラが充実している事を示すため，フロリダが述べ
ているように，よりよい都市環境や住みやすい地域を求
め移住する傾向にあるクリエイティブ・クラスの議論から



58

立　花　　晃

考えれば今後，例えば札幌市や横浜市のように高いECを持
ちながら，HCの充実がみられるような都市群にクリエイ
ティブ・クラスからの注目が集まる可能性がある。
　一方で，新潟市のように，高いSC及びECを持つ都市
に関しては，創造産業の誘致や，アーティストやクリ
エーターのUIJターンを呼び込む際に，どのような創造

的環境を提供できるか，あるいは，そのように創造的な
環境を含む界隈性，“場”としての魅力をもたらすことが
できるか，といった点などが新たな検討課題となって来
るといえるだろう。これらは，都市政策のレベルでクリ
エイティブクラスや創造産業の誘致を落とし込む際に重
要な指標となる。  

 表３　各都市におけるRCDI 計量値
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５．創造産業・ハイテク産業の特徴から見た各都
市の創造性の現状

　ここでは，RCDIの人的資本（HC）指標におけるタレ
ント（Talent）の数値に深く関係し，フロリダの創造都
市論における一つの重要指標である創造産業及び，ハイ
テク産業の各都市への集中の現状について整理し，より
詳細に見ていく。これに際し，全国及び対象80都市，1
都市圏の計82対象における創造産業･ハイテク産業の事
業所数と従事者数の特化係数の順位について表4に整理
した。特化係数とは，ある地域の当該産業構成比（当該
産業÷域内全産業）を，全国の当該産業構成比で割った
ものを言う。ここでいう構成比とは，全産業事業所数及
び全産業従事者数に対する創造産業及びハイテク産業の
従事者数と事業所数の割合を指す。 
　創造産業については，当該地域における産業構造その
ものを把握するため，RCDI指標値算出の際に利用した
11の創造産業を，RCDIの計量の際のような市の人口に
対する割合ではなく，全産業事業所数及び全産業従事者

数に対する割合をもとに算出した。
　また，ハイテク産業については北海道未来総合研究
所（2009）による分類をもとに，平成27年経済センサ
ス−基礎研究によって得られたデータを当てはめ算出し
た（こちらもⅢ.3.と同様に19年度改訂の際に再分類さ
れた産業については筆者が再度分類し，新たにあてはめ
た）。当該産業は，①化学工業，②はん用機械器具製造
業，③電気機械器具製造業，④情報通信機械器具製造
業，⑤電子部品・デバイス製造業，⑥輸送用機械器具製
造業，⑦業務用機械製造業，⑧器具製造業生産用機械，
⑨その他製造業の9業種である。 　
　具体的な算出についは，Ⅲ.3.のRCDIの算出方法と同
様に，各項目の数値の高い順から81都市･都市圏＋全国
の1位〜82位までの実際の値を並べ，82点から減点方
式で順位付けし，それを持ち点とした“域内全産業に占
める創造産業従事者数の特化係数”，“域内全産業に占め
るハイテク産業従事者数の特化係数”，“域内全産業に占
める創造産業事業所数の特化係数”，“域内全産業に占め

 表４　各都市における創造産業・ハイテク産業の域内全産業に対する事業所数の特化係数の順位
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るハイテク産業事業所数の特化係数”各項目の点数の4項
目についてそれぞれ順位を算出した。
　まず，創造産業について見ると，ユネスコCCN認定・
加盟の創造都市8市では，各市とも事業所数では全国平
均を下回るものの，従事者数では半数以上の都市で全国
平均を上回っている事がわかる。 
　次に，ハイテク産業について見てみると，やはり先端
産業都市として知られる浜松市や，多くのニッチトップ
を誇る町工場をはじめとする中小企業を多数抱える名古
屋市，大阪市等の工業都市がほぼその上位を占めてお
り，これらの都市は全国平均を大きく上回っている事が
わかる。また，金沢市や神戸市といった他のユネスコ
CCN認定・加盟都市においても，それらの都市に次ぐ水
準である事がわかった。RCDIの値では，人口に対する
各産業の事業所数・従事者数から計算したが（表3），
ここで見たように全産業に対する当該産業の割合から見
た場合とでは，名古屋市や大阪市といった大都市圏と比
較して浜松市や鶴岡市等でその値が大きく異なるが，こ
れについては，通勤圏や昼夜間人口の差異等が一定関係
しているものと考えられる。この点については，今後継
続的に検討する必要があるだろう。 

６．RCDI及び創造産業・ハイテク産業の計量値に
よる分類･整理

　ここでは，これまで見てきたRCDIの計量結果を点数
化し，順位付けを行ったもの（表3）のトップ10をもと
に，北海道未来総合研究所（2009）における8つの特
性分類を参考に再編成し，各都市における創造都市とし
ての特性から高位総合型，人的資本突出型，社会関係資
本突出型，環境資本特出型，中位バランス型全機能低位
型，の6つのタイプに分類し，その類型化を試み，その
結果を以下のようにまとめた。 
①　高位総合型：HC，SC，ECの3指標の計量標の合計

がいずれも高い水準に位置している都市…富山市，札
幌市，宇都宮市，八王子市，宮崎市，高松市，福井
市， 金沢市，播磨連携中枢都市圏，大分市。 

②　人的資本突出型：HC指標の計量値が高い水準で位
置 し，人的資本に優れる都市…大阪市，名古屋市，
川崎市，高松市，京都市，宇都宮市，那覇市，甲府
市，金沢市，神戸市。 

③　社会関係資本突出型：SC指標の計量値が高い水準
で  位置し，社会関係資本に優れる都市…松江市，福
井市，高松市，札幌市，盛岡市，高槻市，宇都宮市，
高崎市，金沢市，宮崎市。 

④　環境資本特出型：EC指標の計量値が高い水準で位
置し，環境資本に優れる都市…札幌市，八王子市，旭
川市，富山市，北九州市，横須賀市，大津市，横浜
市，福井市，那覇市。 

⑤　中位バランス型：どの指標の計量値も比較的中位に
位置し，バランスのとれている都市…高崎市，高知
市，さいたま市，豊田市，久留米市，熊本市，福岡
市，前橋市，豊中市，岐阜市。 

⑥　全機能低位型：HC，SC，ECの各指標の合計がいず
れも低い水準に位置している都市…越谷市，福山市，
八戸市，青森市，堺市，尼崎市，いわき市，寝屋川
市，函館市，佐世保市，和歌山市。 

　次に，各創造都市における創造産業及びハイテク産業
の特性について類型化を試みる。なお，ここでもRCDI
の計量値についての考察と同様に，創造産業及びハイテ
ク産業の全事業所数と従事者数の割合の順位トップ10
をもとに各創造都市における創造産業・ハイテク産業の
特性を人材，産業それぞれについて分類すると以下のよ
うな結果となった。 

人材：当該産業従事者数の集中 
①　創造人材集中型：クリエイティブ・クラスが高い水

準で集中しているタイプの都市…那覇市，川崎市，大
阪市，福岡市，名古屋市，札幌市，仙台市，横浜市， 
長野市，金沢市。 

②　ハイテク人材集中型：ハイテク産業に関わる人材が
高い水準で集中しているタイプの都市…豊田市，岡崎
市，浜松市，呉市，明石市，八尾市，鶴岡市，播磨連
携中枢都市圏，尼崎市，篠山市。 

産業：当該産業事業所数の集中 
①　創造産業集中型：層としての創造産業が高い水準で　

集積しているタイプの都市…那覇市，福岡市，奈良
市，大津市，仙台市，名古屋市，大阪市，盛岡市，熊
本市，札幌市。 

②　ハイテク産業集中型：層としてのハイテク産業が高
い水準で集積している都市…東大阪市，八尾市，川口
市，浜松市，豊田市，相模原市，岡崎市，豊中市，尼
崎市，呉市。 

　各産業から見た場合の特徴的な結果としては，創造産
業の人口及び域内全産業従事者数に対する割合では，ユ
ネスコCCN認定・加盟創造都市の中では神戸市を除き，
各市とも全国平均とほぼ同じかもしくは上回っている事
がわかる。また，事業所数の割合についてはすべての都
市で全国平均を下回っている。また，ハイテク産業につ
いては，各都市の人口及び域内全産業従事者数に対する
割合は全体に全国平均をやや下回っており，事業所数の
割合についても同様であった（表3；表4）。 
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７．特化係数から見た各都市における創造産業・
ハイテク産業

　次に，対象都市における創造産業について，域内創造
産業の事業所数及び従事者数の割合の特化係数の順位で
見ていくこととする。 
　まず，創造産業従事者数では3分の1以上の都市で全
国の平均値を下回るものの，事業所数では半数以上の都
市で全国を上回っている（表4）。この事は，対象創造
都市の多くの場合，事業所当たりの従事者数が多く，相
対的に一箇所の事業所に多数のクリエイティブ・クラス
が集中していると見る事もできる。 
　また，対象都市におけるハイテク産業の域内創造産業
の事業所数及び従事者数の特化係数で見てみると，従事
者数は約3分の1の都市で全国平均を上回り，事業所数
でも同程度の数の都市しか上回らなかった（表4）。こ
の事は，創造産業の場合と異なり，一事業所あたりのハ
イテク産業の従事者は，比較的均等に分散していると見
る事ができる。　 
　さらに，各都市の産業の内訳で見ると，ユネスコCCN
認定･加盟8市においては，創造産業ではコンピュー
タ・ソフトウェア分野，次いで美術工芸，及び音楽分野
で事業所，従事者数ともに比較的高い数値を示してお
り，ナレッジワーカーや，一般に職人的な才能を発揮す
るとされるような分野等に特徴が見られた。また，ハイ
テク産業については，はん用機械器具製造業や電気機械
器具製造業，輸送機械器具製造業，業務用機械器具製造
業等，機械器具製造業関係で比較的高い数値を示してい
るが，これらは特に名古屋市や大阪市といった，周辺に
大規模な工業地域を有する都市において顕著であった。 
　特化係数の視点から見てみれば，対象各市の各産業の
現状は，ハイテク産業よりは創造産業の方が，より多く
の都市で全国平均を上回っており，中でも上述の通り，
創造産業事業所数よりも従事者数の方が数値的には高い
という結果であった。この事からも創造都市における創
造産業に関し，特にユネスコCCN認定・加盟都市ではク
リエイティブ・クラスの集積が顕著である事が明らかと
なった。また，ハイテク産業についてもユネスコCCN認
定･加盟8都市で，高い数値を示していた。これらの都
市群は，RCDIについても高い数値を示した都市群であ
り，Ⅱで言及したフロリダの言う大都市や工業都市への
クリエイティブ・クラスの集中理論の通り，創造産業，
ハイテク産業の集積と都市創造性については，一定の関
係性があるといえるだろう。特定の地域に創造産業の集
積ができる理由として，たとえばIT産業の集積に指摘さ
れるような製造業との近接性以外に，交通の利便性やク
ライアントと外注先企業との距離が挙げられる。また，
とりわけ広告やデザインでは，場所のイメージが重視さ
れている。何故なら，製造業の立地とは全く異なる誘因

があるからである。他にもファッション産業に関して
は，消費者が集まりやすい，すなわち情報を収集しやす
い事が立地の理由となっている。そうした点を考えれ
ば，創造産業と都市空間は非常に密接な関係にある事が
わかる。すなわち創造産業の振興は，都市空間のあり方
や都市政策とセットでなければならないという事を意味
する。クリエイティブ系人材・企業の集積形成につい
て，さらに強調すべき事は，フリーランスのアーティス
トやクリエーターの人的ネットワークが産業集積の基盤
となっているという事である。つまり，企業が立地する
場所に人を呼び寄せるのではなく，人がいるところに企
業ができるという点も創造産業の特徴であるといえる。 
　繰り返しになるが，これからの我が国における創造産
業の振興には，クリエーターの立場を強化する文化芸術
政策と適切なガバナンスが必要となってくる。また，国
際的な誘致の視点としては，契約法，著作権，独占禁止
法の国際水準での整備，例えば，コンテンツのシェアや
自由利用のためのフリーライセンスカルチャーを推し進
めるような知識資本の自由利用に関する政策の推進など
の枠組みも重要となってくるだろう。　　 
　このことは，我が国では意外にもあまり重視されてい
ない。輸出や文化観光といった上澄みの部分だけでな
く，その基盤となる「人」と「都市空間」，法的なもの
も含めた「都市の創造的環境」への投資こそが，創造都
市政策を含めた今後の都市政策にとって必要となってく
るといえる。 

Ⅳ．姫路市及び播磨連携中枢都市圏における都市
の創造性に関する考察

　ここからは，姫路市及び仮想的政令指定市としての
播磨連携中枢市圏についてのRCDIによる創造性の検討
と，創造産業及びハイテク産業の現状をもとに，両者の
変化に関して考察を行う。姫路市は，創造都市ネット
ワークジャパン（CCNJ）への加盟以外の創造都市に関
する特定の施策･事業計画や宣言を持たないが ，“仮想
的政令市としての播磨連携中枢都市圏”と“連携中枢都市
圏の発案都市として，また中核市･連携中枢都市として
の姫路市”を比較する事で，今後の広域連携政策におけ
る都市ユニットでの連携の有効性の実証に繋がるものと
考える。すなわち，このような枠組みの中で，RCDIを
用いての都市の創造性や創造産業の特性を把握する事
は，今後の都市政策，特に創造性に関わる諸政策への応
用可能性を検討し，考察する際，その意義は十分にある
と考える。

１．姫路市と播磨連携中枢都市圏の創造性に関す
る比較

　表5に，姫路市及び播磨連携中枢都市圏におけるRCDI
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スコア各項目を抜粋し，比較した。 
　まず，クリエイティブ・クラスの割合を示すHC指標で
は，創造産業の割合では姫路市単体の方が勝るものの，
ハイテク産業では播磨連携中枢都市圏の方が高くなって
いる。これは，播磨臨海工業地域を広く取り込んだ影響
が大きいと考えられる。フロリダの主張する寛容性に関
する異動人口率の値では，これも播磨連携中枢都市圏の
方が高く，人口流動性の高い地域である事がわかる。
　また，地域の社会参加を表すSC指標では，どの項目
もそれほど差はなかったが，歳出総額に占める体育施設
費の割合や，人口1000人あたりのNPOの数で播磨連携
中枢都市圏がやや伸ばしている。 
　次に，良好な創造環境や居住に関する快適性を示すEC
指標では，下水道普及率以外の全ての項目で播磨連携中
枢都市圏の方が上回っていた。これは，都市部と郊外の
環境の差異が影響していると考えられる。但し，ゴミの
リサイクル率が播磨連携中枢都市圏の方が高い点につい
ては，環境を取り巻く各自治体の取り組み姿勢の差や，
システムの構築が大きく作用していると考えられる。
　さらに，前章表3から対象81市中の姫路市及び播磨
連携中枢都市圏のRCDI各項目の順位のみを抽出してみ
てみると（表6），EC指標を除き，全ての項目で播磨連
携中枢都市圏が上回っており，合計では，17位も上回
り，トップ10 に付けている。特筆すべきは，HC指標の
順位が，34位も上回っており，この事からも，創造産
業に関する政策推進の対象は，播磨連携中枢都市圏全体
で捉えた方がより有効だと考えられる。

２．姫路市と播磨連携中枢都市圏の創造性に関す
る考察

　ここでは，姫路市と播磨連携中枢都市圏の創造性に関
して，これまで得られたデータをもとに見て行く。ま
ず，最も特徴的であったのは，姫路市は前章表3や，表
6を見てもわかるとおり，例えば環境モデル都市を標榜
し，政策展開を行っている北九州市と比較しても，同水
準以上のEC指標値を示している点である。特に，人口
1000人あたりの都市公園数の多さや，人口1000人あた
りのゴミの排出量の低さ及び，ゴミのリサイクル率の高
さなどに顕著な特徴が見られた。一方で，HC指標，SC
指標に関する値では，HC指標における人口の流動性に
関する指標である移動人口率や人口に占める創造産業従
事者率，学生の割合などでその値は下位に位置し，SC
指標においても，民生費の高さや，人口1000人あたり
のNPO数などでポイントを下げる結果となっていた。 
　そのため，高位総合型に分類できる播磨連携中枢都市
圏に対して，総合的には比較81都市の中では決して創
造性が高い都市とはいえないものの，姫路市の現状は総
合的にはⅢ.6.の分類における④環境資本特出型の都市

 表５　姫路市及び播磨連携中枢都市圏におけるRCDI スコア各項目の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表６　姫路市及び播磨連携中枢都市圏におけるRCDI の順位
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であると言え，EC指標の割合が高い水準に位置し，横
浜市，新潟市，北九州市と並ぶ環境資本（＝EC）に優
れる都市であるという事が出来る。さらに，同様に，創
造産業及びハイテク産業の現状でみると（表7， 8），
域内全産業に占める創造産業の従事者数の特化の係数の
順位では，姫路市単体で播磨連携中枢都市圏全体を大き
く上回り，全国よりも高く位置している。一方，域内全
産業に占める創造産業の事業所数の特化の係数の順位で
も，姫路市の方が上回っている。この事は，播磨連携中
枢都市圏の中で，多くのクリエイティブ・クラスが従事
者，事業所共に姫路市域に集中しているのだとみる事が
できる。
　次に，域内全産業に占めるハイテク産業の従事者数の
特化係数の順位では，播磨連携中枢都市圏が姫路市を大
きく上回っていた。また，域内全産業に占めるハイテク
産業の事業所数の特化係数の順位でも，播磨連携中枢都
市圏が大きく上回っている事から，姫路市には創造産
業，播磨連携中枢都市圏にはハイテク産業の方が従事
者，事業所共に多く存在しているという現状が明らかと
なった。 
　この事は，全国及び多くの都市で，一事業所あたりが
抱える従事者数が多く，少数の従事者数を抱える事業所
が多く点在しているという現状とやや異なる姫路市及び
播磨連携中枢都市圏における特徴的な結果である。 

３．姫路市と播磨連携中枢都市圏内各市の創造産
業・ハイテク産業に関する比較 

　ここでは，前章で全国の結果を見てきたように，姫路
市と播磨連携中枢都市圏内各市町の創造産業，ハイテク
産業の各産業の特徴についてより詳細に見ていく（表
9，10）。まず，創造産業については，従事者数，事業
所数ともどの産業も姫路市が最も多くなっていたが，建
築設計や，工芸・美術・骨董・生活文化，映画・映像・
写真，音楽，等で，姫路市とそれ以外の14市町の合計
はほぼ同一であり，コンピュータ・ソフトウェアで姫路
市と加古川市がそのほとんどを占めていた。また，出版
に関しては姫路市のみに所在していた。
　工芸・美術・骨董・生活文化で加古川市が，音楽でた
つの市が姫路市に次ぐ規模であった。また，芸術・学
術・文化団体テレビ・ラジオは，ほとんどが姫路市に集
中している事も特徴である。播磨連携中枢都市圏全体で
見れば，姫路市以外の各市の創造産業は，姫路市の倍に
近い規模であった。 
　次に，ハイテク産業については，従事者数，事業所数
とも，創造産業同様どの産業も姫路市が最も多くなって
いたが，加古川市および高砂市で，それ以外の市町の大
部分を占めていた。特に，はん用機械器具製造業の従事
者数では高砂市が姫路市を大きく上回っており，次に多
い加西市と比べても，事業所数は少ない事から，高砂市
のはん用機械器具製造業の一事業所あたりの従事者数の
割合が高くなっている事がわかる。またこの三市及び福
崎町以外には，情報通信機械器具製造業はほとんどない
点も，明らかになった。また，播磨連携中枢都市圏全
体で見れば，姫路市の約3倍のハイテク産業規模であっ
た。この事からも，（表4）で見たとおり，播磨連携中
枢都市圏では，創造産業の集中度は全国的にもそれほど
高くないが，全体としては，ハイテク産業に強みを持つ
圏域であるという事ができる。 
　故に，姫路市の産業構造は主に創造産業に長け，それ
以外の市町はハイテク産業に長けていると言え，お互い
にどのように補完し合っていくのかという視点で播磨連
携中枢都市圏全体の文化芸術，および創造産業政策を考
えていく必要があると言えるだろう。  

 表７　播磨連携中枢都市圏及び姫路市における創造産業・
ハイテク産業の特化係数の順位

 
 
 
 
 
 
 
 

 表８　播磨連携中枢都市圏及び姫路市における創造産業・ハイテク産業の特化係数の比較 
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 表９　播磨連携中枢都市圏及び姫路市における創造産業の特化係数の比較

 表10　播磨連携中枢都市圏及び姫路市におけるハイテク産業の特化係数の比較
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４．仮想的政令指定市としての播磨連携中枢都市
圏と政令指定市の創造性に関する比較 

　今回の検討を通じて，表3や表4，あるいはそれらを
もとに整理した表7，表8でも明らかになったように，
播磨連携中枢都市圏を仮想的政令指定市と見て，既存
の政令指定市20市と比較した場合，表6で見たように，
RCDIの合計値では姫路市単独では26位のところが9位
となるなど，一つのユニットで見た際の創造性に関する
各スコアは姫路市単独で見た場合よりもかなり押し上げ
られているという事が明らかになった。この点は広域政
策連携ユニットとしての連携中枢都市圏の一定の強みを
発揮していることが明らかになったと言える。

５．連携中枢市としての姫路市の創造性に関する
考察 

　姫路市の場合，固有の歴史的資産としての姫路城や，
姫路城を中心とした城下町文化を活かした様々な文化施
設をはじめ，都市の創造性を高めるための十分なポテン
シャルをすでに持っている。 
　しかしながら，表3や表4でも見たように，EC指標に
おいて高い値を示しながらも，特にHC指標では49位か
ら15位と大幅な上昇となったが，この点は播磨圏域に
非常に多くの有望な人材が集中しているという事にな
る。一方，特化係数で見た順位では，特にハイテク産業
については，全国の政令指定市や中核市の各都市と比較
しても遜色ない結果が得られた。 

 表11　播磨連携中枢都市圏及び姫路市における創造産業・ハイテク産業の特化係数の比較
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　しかし，創造産業については，その従事者数の大半が
連携中枢市である姫路市に集中しており，事業所数で見
ても，一つの事業所の中に多数の従事者が集中している
という事がわかった。また，表11のように，HCで2項
目が2位，ECでは1項目が1位，2項目が2位に付けるな
ど，政令市と比較しても遜色のない結果となった。 
　SCのような人材に関する数値はやや中庸であったと
言わざるをえない。その点では，連携中枢市として7市
8町と連携する事で，大きくスコアを上げたHCやSCに
関する強みをより後押しするような政策をとる事ができ
れば，一つの創造都市，中核市としても，都市の創造性
を大きく高める事が出来るのではないだろうか。 
　また，仮想的政令指定市のコアになるべき中枢市とし
て，圏域全体の産業政策や，それらにもとづく経済成長
をけん引し，都市圏域内の多様な資源・企業・人材を動
員し，連携中枢都市が成長のエンジン＝ドライビング
フォースとなるような政策の推進が一層求められる。 
　さらに，姫路市のように，現状では創造都市に関する
特定の，あるいは単独の政策や施策，事業をもたない都
市において，今後都市の創造性を高めようとする場合，
まず，今回の研究のように都市の創造性の現状というも
のを捉える事が肝要であり，どのような特性を持ち，ど
のような欠点があるのかを見極める事が極めて重要で
ある。例えば金沢市のように，都市固有の歴史的資産や
人的ネットワークなどの個性をより伸ばそうとする政策
に重点を置くのか，あるいは横浜市のように，過去の政
策のある種の失敗を補う形での政策を行っていくのかな
ど，都市政策の方向性を模索する場合，政令市，中核市
等都市の規模にかかわらず，これらを検討する際に，都
市のタイプを見極めるための一つの道標（＝C・ランド
リーのいうようなツールキット）として，今回用いた地域
創造性開発指標（RCDI）は有効だったといえるだろう。

Ⅴ．創造性指標による検討の有効性と限界
　ここでは最後に，創造性指標を用いて都市の創造性を
計量する事の有効性と限界について考察する。Ⅱ.でも
示したように，現在都市の創造性に関する計量指標はい
くつか存在する。　 
　ここまで本研究を通じて見てきたように，都市の創造
性に関するある側面，すなわち創造的人材や環境，創造
産業やハイテク産業の特化･集中などの現状から指標を
用いて都市の創造性を計量した上で比較考察する事は可
能であり，我が国における都市の創造性の検討に関し
て，その特性や現状を把握し，比較考察する際の一つの
基本的な手法として，一定の有効性をもつ事が明らかと
なった。 
　加えて，現在入手可能なデータ群からの都市の一律な
比較考察及び，検討が可能であるというメリットも存在

する。しかし，創造産業やクリエイティブ・クラスの定
義に関しても，今後時代やその捉え方の変化を伴いなが
ら変容していく事も予想される。　　 
　そのため，その指標項目そのものについて見直しを行
いつつ継続的に検討，アップデートしていく事も，創造
都市に関するRCDIをはじめとする各種指標を用いた都
市の創造性に関する検討においては必要なプロセスで
あると考える。また，今回はデータの取得可能性等の
面から指標の計量には用いなかったが，広く文化資本
(Caltural Capital)の概念や，政策へのインパクト及びア
ウトカムといった評価との組み合わせや，相関関係の検
討など，指標そのもののあり方についても今一度検討す
べきだろう。 
　また，R・フロリダによる創造都市に関する先行研究
（Florida・2008；2009）では創造都市を政策目標とし
て掲げる各国都市においては，社会関係資本（SC）に
関する計量値の高い地域では，HC指標の値が比較的低
いとされ，ソーシャル・キャピタルの高さが寛容性やク
リエイティブな人材の流動性や産業の新陳代謝に対する
ひとつの阻害要因ともなりうると指摘されていた。しか
し，今回の研究から得られた結果の中でも，もう一つの
特徴的な点としては，フロリダの考察とは異なり，金沢
市や高松市が，Ⅲ.6.において②人的資本突出型，及び
③社会関係資本突出型に分類されたように，社会関係資
本（SC）の計量値が高い値を示しているにも関わらず
創造産業やハイテク産業の従事者率等をはじめとした人
的資本（HC）の計量値が相当程度高いという例が見ら
れたという点である。また，これらの都市は，同時に環
境資本（EC）の計量値も必ずしも低いわけではなく，
① 高位総合タイプとしても分類でき，総合的にもバラ
ンスのとれた高水準の創造都市であるといえる。このよ
うな結果は，あるいは日本型の創造都市の特性の一つ
であるとも考えられる。また，これらの都市においても
う一つの特徴的な結果として見て取れるのは，フロリダ
の論のとおり，依然として名古屋市や浜松市のような，
いわゆる大規模工業都市におけるRCDIの各指標の総合値
は高いものの，それらの都市と比較して創造都市政策に
係る実際の予算額や人口等はたとえ小規模であっても，
RCDIの指標値は引けを取らなかったという点である。こ
の事はすなわち，フロリダの描くポスト工業化時代の創
造的空間としての役割を担う創造都市，すなわち大都市
を中心とするメガ地域への人材や金融資本の集中による
成長モデルではなく，中小規模の都市群における創造産
業やハイテク産業を基軸とした「創造性」や「多様性」
というものに重心をおいた都市の再生，成長のあり方の
可能性の一端を具現化したものであるといえるだろう。
　ただしこのとき，Ⅲ.4.の表3で見たようにRCDIの計量
値でみた場合の創造産業・ハイテク産業の値は，人口に
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対する割合であり，都市という単位におけるクリエイ
ティブ・クラスの集中度合いをマクロに検討する事には
適しているが，その都市の産業構造の中の創造産業，ハ
イテク産業を見ていく場合には，Ⅲ.4.の表4で見たよう
に，産業に対する割合，もしくは全国平均を基準とす
る，当該産業に関する事業所及び従事者数の特化係数か
らの検討のほうがより適しているといえるだろう。それ
に対して，人口ベースで見た場合と事業所数及び従事者
数で見た場合の両者の結果には若干のズレが生じるが，
これをどのように捉えるかという点も，今後の創造都市
における創造産業・ハイテク産業に関する研究に関する
検討を行う際の課題の一つとなるだろう。また，RCDI
をはじめとした都市の創造性に関する計量指標を用いて
の計量を行う際，都市の中でも特定の地域や地区といっ
た，一定のメッシュ単位におけるクリエイティブ・クラ
スの集中や，ある地域における創造産業の分布といった
きめ細い視点からの分析を行っていく事も都市の創造性
の考察に対する有効な検討材料となるだろう。 
　さらには，今回の研究をベースに，RCDIや創造産業･
ハイテク産業の各項目の現状に至った要素に関する因子
分析や，主成分分析，あるいは質的調査方法としての各
市管部局，団体，産業従事者へのインタビュー調査，ア
ンケート調査，フィールドワークなどの研究・分析手法
を，各都市の実情や，固有の特性に合わせる形で，より
詳細かつ有効な検討方法と適宜組み合わせていく事によ
り，相乗的に，より有効な広域連携政策の実現に向けた
政策提言に繋がる結果が得られるだろう。 

Ⅵ．おわりに：本研究の今後の課題
　本研究では，フォーディズム式大量生産・大量消費社
会が限界を迎え，均質・平俗化する都市空間と，近代合
理性が崩壊する中で登場した新たな都市再生の契機とし
ての「創造性」というキーワードに注目し，各都市の創
造性について，計量指標を用いていくつかの視点から比
較考察した。そして，これまでの市場経済優先の都市政
策の乗り越えとしての｢創造都市｣の概念と，我が国の各
都市において行われる政策目標としての創造都市政策
や，それにもとづく諸実践への応用に繋がる基礎的デー
タを示す事ができた。今後は，創造性を背景とする経済
学的，社会学的な議論がなされる中，フロリダの提起し
たクリエイティブ・クラスや，創造産業そのものは，そ
の形態を様々に変容させながらも，今後のポスト工業化
社会を担う中心的な層となっていくだろう。 
　クリエイティブ・クラスという主体のもつフレキシブ
ル性（時間的・空間的）や寛容性といった要素には，新
自由主義的経済システムとコインの表裏のような関係が
存在する。　 
　一方では市場経済を加速させ，もう一方では文化芸術

が持つ創造性を生かして社会の潜在力を引き出そうとす
る性格を持つ。このとき，フロリダの創造都市に関する
議論の特徴は，市場経済の発展よりも創造性を基礎とす
る様々な試みに注目して，知識資本（ナリッジキャピタ
ル）と革新（イノベーション）の中間にある「芸術文化
と産業経済をつなぐ媒介項」として最重要に位置づけて
いた点である。このとき，創造的な空間とは，現在の枠
組み（経済的・政治的・社会的）に対するひとつのオル
タナティブを示し，実践する「場（空間）」ではないか
という仮説を立てる事ができる。そして，そのような実
践によって創られる空間とは，一定の条件の下，創造都
市という新たな公共圏のひとつの有り様といえるのでは
ないだろうか。しかし，創造性とは特定の芸術の領域や
アーティストによるものだけでなく，社会生活や生産行
為を含めた，人間としての営み全般に関係するのであ
り，それぞれの創造性を活かし合える環境が，社会や産
業への先駆性を与え，成長のエンジンでありドライビン
グフォースともなるのである。そしてそれが実現できた
ときに，我々は，労働中心社会を超えた新たな多様で創
造的な社会を実現する事になるだろう。 
　一方で，本研究で具体的な考察対象として取り上げた
姫路市及び播磨連携中枢都市圏は，地域と都市を包括
し，総合的，横断的な政策モデルを実現する為のヶース
スタディとして，また，創造都市を実現する都市ユニッ
トとしても非常に高いポテンシャルを秘めている事がわ
かった。最も，広域連携政策にも様々なレベルが存在す
るが，ハード面での連携関係の構築には十分な議論が必
要であり，多くの困難を伴う。しかし，特にソフト面に
おいては，今回中心的に扱った文化芸術をはじめ，観
光，医療，防災などの諸分野での連携が十分現実的に考
えられる。その意味では，政令指定市とは異なるフレキ
シビリティが連携中枢都市圏には存在すると言える。 
　このとき，各都市における固有の生活文化や技術の保
存と再創造を通じて，伝統文化と，現代アートやデジタ
ルテクノロジーとの出会いと融合によるイノベーション
によって，新しい産業を創造するとともに，ローカルな
伝統的町並みの空間や，近代産業遺産といった都市の持
つ特性，創造性をそれぞれ活用しながら連携する事に
よって，その地域全体の，固有の創造環境が都市空間や
都市圏の中に新たな形で創り出されていく事が重要なの
である。このような点を，Ⅴ.でも述べた通り，今回のよ
うなダイナミックな量的研究手法のみならず，質的な研
究なども組み合わせ，きめ細かく明らかにして行く事が
重要である。
　本研究が，そのような都市のイノベーションと創造性
の創出を志向する諸都市政策の策定や推進の際に，いく
ばくかの道標となる事を願い，締めくくりとしたい。 
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・政令指定市 

札幌市，仙台市，さいたま市，千葉市，横浜市，川
崎市，相模原市，新潟市，静岡市，浜松市，名古屋　 
市，京都市，大阪市，堺市，福岡市，熊本市 

・中核市　
函館市，旭川市，青森市，八戸市，盛岡市，秋田市，
福島市，郡山市，いわき市，宇都宮市，前橋市，高 
崎市，川越市，川口市，越谷市，船橋市，柏市，八王
子市，横須賀市，富山市，金沢市，長野市，岐阜市，
豊橋市，岡崎市，豊田市，大津市，豊中市高槻市，枚
方市，東大阪市，姫路市，尼崎市，明石市，西宮市，
奈良市，和歌山市，鳥取市，松江市，下関市，松山
市，高知市，久留米市，長崎市，佐世保市，大分市，
那覇市 

・創造都市（非中核市） 
　鶴岡市，篠山市 
・播磨連携中枢都市圏市町 

相生市，高砂市，加西市，宍粟市，たつの市，稲美
町，播磨町，市川町，福崎町，神河町太子町，上郡
町，佐用町 
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a 
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d 2003 2009
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e f DCMS 13

g 

2009

Department for Culture, Media and Sport 1998

h 

2009

i R Florida

j 

2006

k R

Florida 2002

北海道未来総合研究所2009
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l 

m R Florida 9 Creativity Index

Florida 2002

9 International Creativity Index

Florida 2005
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